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研究成果の概要（和文）：19 世紀末以降、日本の朝鮮、台湾、中国東北部（満洲）、モンゴル、

ロシア極東等への経済的進出が本格化するなかで、そうした経済活動を実際に担った民間企業

と日本の官僚機構との関係が如何なるものであったか、特に中国東北部の事例を中心に研究を

進めた。日本の国策会社の経営において、退官した元官僚が重要な役割を果たしていたこと、

こうした日本の動きに対抗した、中国人商人の朝鮮、モンゴル等での活動実態の一端を具体的

に明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）：Since the end of the 19th century Japan began economic advance 

in a large scale into Korea, Taiwan, Northeast China (Manchuria), Inner Mongolia, and 

the Far East Russia. This project made research into the relation between Japanese 

bureaucracy and business companies that pursued Japanese national interests in Manchuria. 

We found that retired bureaucrats played an important role in management of these Japanese 

companies. The project also examined the activities of Chinese business groups in Korea 

and Inner Mongolia, which competed with Japanese interests. 
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１． 研究開始当初の背景 
19 世紀後半以降、英・米・独・仏などの欧米
諸国、また、日本は中国、及びその周辺地域
への進出を本格化させていった。欧米諸国は
香港などの中国からの割譲地、また、上海な

どに設けられた租界を中国進出の拠点にし
たが、日本も台湾・朝鮮・関東州・満鉄附属
地、各地の租界などを対中国進出のベースと
した。そうしたなかで、各国政府の主導で設
立された企業は対中国経済戦略を推進する
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うえで重要な役割を果たした。 
 日本政府は横浜正金銀行、朝鮮銀行、南満
洲鉄道株式会社、東洋拓殖株式会社などの国
策会社を相次いで設立し、これら会社は日本
の大陸政策を遂行していくための中枢とし
ての役割を果たした。こうした会社の設立・
経営には日本政府から様々な回路を通して
膨大な資金が、また、その役員にも官界から
多くの人材が供給されていった。 
 近代中国東北地域（満洲）、台湾、朝鮮の
経済、また、南満洲鉄道、横浜正金等の国策
会社の歴史については、これまでにも豊富な
研究蓄積があるが、その多くは日本の東アジ
ア各地への進出（侵略）という、「国と国と
の関係」という視点から考察されてきた。他
方、近年、「満洲国」期の研究などをはじめ
として、20 世紀前半の東アジア各地の経済の
展開をデータに基づいた実証的分析により、
また、そこでの産業、企業活動等を具体的に
追うことから明らかにしようとする試みが
進んでいる。 
 そうした研究史を背景として、本プロジェ
クトは対象とする時代を 19 世紀末までに遡
り、まず、日本の官僚機構と上記に記した「国
策会社」、そうした企業と中国東北地域経済
との具体的な関係に焦点をあてることから、
日本と中国東北地域、台湾、朝鮮、内モンゴ
ル等の地域の間の政治・経済の連鎖を明らか
にすることを試みた。 
 
２．研究の目的 
 本プロジェクトは次の 3点を明らかにする
ことを目的とした。 
（１） 設立された国策会社の役員の多くが

元官僚であったことを実証的に明ら
かにし、その歴史的意味を探る。 
外務省をはじめとして、日本政府の
主な省庁はそれぞれ台湾・朝鮮・中
国東北地域等の経営に独自の利害を
有しており、各会社への投資・事業
内容の策定などをめぐって、それぞ
れの利害は複雑に交錯していた。各
省庁を退官し、国策企業の役員に就
任した元官僚たちの多くは、自らの
出身母体である各省庁の意向を踏ま
えながら、各会社の経営戦略を構築
していった。各会社役員に就任した
元官僚たちの個々の経歴そのものが
重要であった。本プロジェクトはそ
うした元官僚たちの足跡を具体的に
明らかにすることを目指した。 

（２） 「国策」と「営利」の関係がどのよ
うなものであったか、そこにあった
問題を具体的に検証する。 
 国策会社は政府からの出資等によ
り設立され、収支が赤字の場合には、
補助金等の支給を受けていた。しか

し、これら会社にとっても、「営利」
の原則は重要であった。これらの日
本の会社は中国側の会社（公司）・商
人と商業上の関係をとり結び、互い
の利益を追求していった。南満洲鉄
道、東洋拓殖等の会社の傘下にあっ
た日本の会社・個人事業主などもビ
ジネスの機会・利益を求めて、中国
東北地域、台湾、朝鮮等で事業展開
していった。日本の会社や個人事業
主が現地の経済システムに組み込ま
れ、そこでの営利活動を進めていく
なかで、「国策」と「営利」の関係は
必ずしも整合的なものではなかった。
本プロジェクトは、中国東北部の事
例を中心に、東アジア各地で事業を
展開した企業において、「国策」と「営
利」の関係が如何なるものであった
か、実証的な分析を試みた。 

（３） 中国側における官界と会社（公司）
の関係がどのようなものであったか
を明らかにする。 
 清末の中国東北地域の地方政府、
民国期の同地方政府、張作霖・張学
良政権は、日本の大陸への進出を強
く警戒し、外国人の自由な企業活動、
土地取得等を禁じるなど、日本側の
経済活動を厳しく抑制する政策をと
った。しかし、同時に、地方政府の
官僚たちの多くは自ら会社を設立し
てその経営に参入し、日本の企業と
商業上の関係を深めていった。つま
り、中国側にも、官僚機構と会社組
織の連鎖、また、「国策」と「営利」
との間の複雑な関係が存在した。日
本と中国の「国策」は衝突したもの
の、日本側と中国側の会社は相互に
強い商業上の関係で結ばれていた。
本プロジェクトは、中国の官界、商
人の動きも視野にいれた研究を進め、
日本企業の進出に対する、中国側の
対応、そこでの中国企業・商人の活
動について具体的な考察を進めるこ
とを目指した。 

 
３．研究の方法 
（１）研究組織 

本研究は次の3つの研究班から組織さ
れた。 

   ・清末から張作霖政権期における中国経
済と日本の会社（清末民国期研究班） 

    江夏由樹、松重充浩、広川佐保 
   ・満洲国期における東アジア経済と日本

の会社（満洲国期研究班） 
    松本俊郎、中見立夫 
   ・台湾・朝鮮における日本の会社（台湾・

朝鮮研究班） 



 

 

    佐藤正広、石川亮太 
    上記の班別の分担に加え、中見、広川

は内モンゴル地域、同じく、中見、石
川はロシア沿海州における日本の経済
活動の歴史も研究対象とした。 

（２）海外における資料調査 
   上記の研究分担に従い、各年度に次に

記す海外の研究機関・文書館等を訪問、
関係する資料の調査を行った。 

   2010 年度―中国社会科学院近代史研
究所・山西大学晋商研究所・内蒙古大
学内蒙古近代史研究所（以上、中国）、
国史館台湾文献館（台湾）、ソウル大
学図書館・同奎章閣（韓国） 

   2011 年度―ハバロフスク・ニコラエフ
スク・オハ・ユジノサハリンスク等の
博物館・文書館（以上、極東ロシア）、
国立台湾図書館・国史館台湾文献館
（台湾）、吉林省档案館・天津市档案
館・人民大学清史研究所（以上、中国）、
モンゴル国立中央文献館（以上、モン
ゴル国） 

   2012 年度―満洲里・ハイラル・チチハ
ル等の博物館・文書館（以上、中国）、
国立台湾図書館・国史館台湾文献館
（以上、台湾）、ソウル大学図書館・
同奎章閣（韓国） 

（３）日本国内における資料調査 
   各年度、研究分担に従い次の文書館・

図書館等で関係する資料の調査を行
った。 

   2010 年度―九州大学旧石炭研究資料
センター、長崎大学東南アジア研究所、
一橋大学附属図書館、アジア経済研究
所、国立国会図書館、同関西館等 

   2011 年度―長崎大学経済学部図書館、
同東南アジア研究所、琉球大学図書館、
一橋大学附属図書館、同経済研究所資
料室、国立国会図書館、同関西館等 

   2012 年度―愛知大学図書館、沖縄県立
公文書館、山口大学図書館、国立国会
図書館、同関西館、一橋大学附属図書
館、同経済研究所資料室等 

（４）海外の研究者を招いての研究会の開催 
   2010 年度―陳慈玉教授（中央研究院近

代史研究所）を招聘し、陳氏による「20
世紀前期、台湾における日本企業の活
動について」の講演と本プロジェクト
参加者との研究交流・意見交換を行っ
た。 

   2011 年度―近現代東北アジア地域史
研究会において、来日中のVictor Seow
氏(ハーバード大学・院生)に「20 世紀
前半、満洲における石油産業につい
て」の講演を依頼し、その後、本プロ
ジェクト参加者との研究交流・意見交
換を行った。 

   2012 年度―モンゴル近代史の専門家
である内モンゴル大学のオヨンゲレ
ル、ソドビリグの両教授を迎え、「近
代東アジア史をめぐる諸資料につい
て」という課題のもとで、総括研究会
を開いた。 

（５）蒐集した諸資料の整理 
   各年度、江夏、佐藤、松重、広川を中

心に、蒐集した「近代東アジアにおけ
る日本の経済活動」に関する資料の整
理を進めた。 

 
４．研究成果 
本プロジェクトの具体的な成果は「５．主

な発表論文等」に示す通りであるが、研究成
果の概要、また、そこから導かれる今後の課
題は次のような点にまとめることができる。 
 （１）19 世紀末以降の日本の東アジアへの

経済的進出において、南満洲鉄道、
東洋拓殖、横浜正金銀行、朝鮮銀行
などの国策会社が重要な役割を果
たした。「研究の目的」の欄で示し
たように、そうした企業の経営陣の
なかに旧官僚が要職を占めていた
ケースが少なくない。本プロジェク
トはそうした旧官僚群の存在の一
端を具体的に明らかにし、さらに、
そうした国策企業が出資する形で
の会社設立が広く展開するなかで
も、旧官僚が積極的な役割を果たし
ていった可能性を示した。利益を求
める企業活動における旧官僚群の
存在のなかに、「国策」と「営利」
との間の複雑な関係を見出すこと
ができた。 

 （２）台湾、中国東北部（満洲）等におい
て、日本の企業が農業・鉱工業開発
等を進めていくうえで、その現場を
担う技術者の養成が重要な課題と
なった。本プロジェクトは台湾・中
国東北部における石炭・石油等の鉱
山開発、製鉄業等の工業建設、中国
東北部・内モンゴルにおける羊毛生
産などを事例にして、そうした企業
活動と技術者養成の問題について
の考察を行った。 

 （３）19 世紀末以降、日本が大陸・台湾等
における経済活動を展開していく
うえで、現場を担う行政、商業・金
融等について実務的な知識を有す
る専門家集団の養成が課題となっ
た。本プロジェクトはそうした専門
家集団の歴史について、台湾におけ
る総督府職員、また、台湾・東北ア
ジア各地での経済活動に従事した
旧高等商業学校卒業生の果たした
役割等について考察を進め、かれら



 

 

の具体的な姿の一端を明らかにし
た。 

 （４）19 世紀末以降、東アジア各地で企業
活動を展開した日本の経営者は、よ
り広範なビジネス機会を求め、その
活動範囲を「国境」の枠を越えて拡
大していった。本プロジェクトは、
台湾での炭鉱開発・樟脳生産等の事
業で成功した荒井泰治が中国東北
部（満洲）・内モンゴルでの農場経
営に参入していった足跡、また、朝
鮮での地主経営を行っていた日本
人・朝鮮人事業家の一部が中国東北
部での農業生産にも参入していっ
た事例などを明らかにした。中国史、
日本史、朝鮮・韓国史、モンゴル史
などの「一国史」の枠組みではとら
えられない、日本企業、経営者の動
き、そこに展開したヒト・カネ・モ
ノ・情報の動きの一端を検証した。 

 （５）本プロジェクトは日本企業の東アジ
ア経済進出に対する中国側の動き、
具体的には、清朝政府・民国政府・
張作霖政権などの対日政策、さらに、
中国官界の要人を実質的な経営者
とした中国企業の活動、中国人商人
（華商）の朝鮮・モンゴル等におけ
る経済活動などを考察の対象とし
た。19 世紀末以降、中国企業・商人
の東アジアにおける経済活動の展
開は顕著であった。そこには、日本
の進出に対抗するという動機だけ
でなく、張作霖政権と大倉組との連
携などにも見られるように、日本と
中国の企業が相互に依存した関係
を構築する動きも見ることができ
た。日本・中国の企業活動が「国策」
だけでは理解できない、「営利」の
動機にも裏付けられていたことを
確認することができた。 
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